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【目的】
平成27年4月1日高気圧作業安全衛生規則（以下高圧則）の改正・

施行により減圧表の別表第1～3が廃止されて減圧理論に基づいて算
出された減圧時間で管理するように改正された1）。今回我々は新高圧
則に基づき自社で作成した減圧表を用いて実施した潜水作業における
減圧症の発症率を調査し，新旧減圧表の評価を行ったので報告する。
【方法】

高圧則改正前の1992年～2015年3月においては旧高圧則別表第2
（以下別表第2），海外民間会社開発混合ガス潜水減圧表（船上減
圧）を用いた潜水について，高圧則改正後の2015年4月～2017年7
月においては自社で作成した空気潜水減圧表（空気減圧，水中酸素
減圧），ヘリウム酸素混合ガス潜水減圧表（水中酸素減圧，ベルバウン
ス減圧）について対象数とともに減圧症の発症件数および発症率を検
討した。
【結果】

高圧則改正前に行われた潜水作業数と減圧症発症数および発症
率は空気潜水（別表第2）が25件（0.079%，n＝31,611），混合ガス
潜水4件（0.13%，n＝3,150）であった。別表第2において40mを超え
る潜水の減圧症発症は11件（0.20%，n＝5,542）であり，これは別表
第2を用いた潜水における減圧症の44%を占め，有意に多かった（カイ
二乗検定，p＝0.001<0.01）。高圧則改正後の減圧症発症は空気潜
水では1件（0.027%，n＝3,765）発症し，減圧方法による内訳は空気
減圧0件（n＝2,143），水中酸素減圧1件（0.062%，n＝1,622）であっ
た。混合ガス潜水の減圧症発症は0件（n＝1,120）であり，減圧方法
による内訳は水中酸素減圧0件（n＝765），ベルバウンス減圧0件（n
＝355）であった。40m以浅の空気潜水において別表第2と新減圧表
の間で減圧症発症率について統計学的有意差は認められなかった（p
＝0.49>0.05）。また，混合ガス潜水については旧減圧表に比べて新
減圧表の方が減圧症発症率において低値を示したが統計学的有意差
は認められなかった（p＝0.23>0.05）。
【考察】

新高圧則では潜水作業者が吸入する時点の窒素の分圧を400kPa
以下に制限しており，空気潜水の場合水深約40mで制限される2）。別
表第2を使用した潜水において，40m以浅のグループと40mより深い深

度のグループを比べると40mより深い潜水の方が減圧症の発症につい
て有意に多かったことから，新高圧則で40mより深い深度への空気潜
水を制限することは空気潜水における減圧症の罹患リスク低減に有意
に働いていると言える。

今回の調査では改正前後の減圧症発症率に差は認められなかった
が，空気潜水，混合ガス潜水共に改正後は低い発症率に抑えられてい
ることから，自社で作成した減圧表は安全に運用できていると考える。
【まとめ】

40mを超える深度への空気潜水を新高圧則で制限し，混合ガスの使
用や酸素の使用を認めた今回の改正は，酸素や混合ガスの安全な運
用を前提とすれば減圧症発症リスクの低減において有意に働いている
と考えられる。

改正後に自社で作成した減圧表は現在のところ安全に運用できてい
ると考えられる。

減圧表の安全評価のために今後も継続してデータの収集を行う。
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